
 

協議第２１号 

   

 

地方税の取扱いについて 
    

 

 

 

地方税の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

 

 

 

平成１５年７月３１日提出 

 

八日市市・永源寺町・五個荘町・ 

愛東町・湖東町合併協議会 

会 長   中 村  功 一 

 

 

記 
 

 

  

地方税の取扱いは、別紙のとおりとする。 



　均等割　　２，０００円／年・人 同左 同左 同左 同左

　所得割　標準税率採用
　　 課税所得の段階で、

　　 課税所得の段階で、

　１期　：　　６／１～　６／３０ １期　：　　６／１～　６／３０ １期 ：　　６／１～　６／３０ １期 ：　　６／１～同月末日 １期 ：　　７／１～同月末日
　２期　：　　８／１～　８／３１ ２期　：　　８／１～　８／３１ ２期 ：　　７／１～　７／３１ ２期 ：　　８／１～同月末日 ２期 ：　　９／１～同月末日
　３期　：　１０／１～１０／３１ ３期　：　１０／１～１０／３１ ３期 ：　　８／１～　８／３１ ３期 ：　１０／１～同月末日 ３期 ：　１１／１～同月末日 （個人・普通徴収）

　４期　：　　１／１～　１／３１ ４期　：　　１／１～　１／３１ ４期 ：　　９／１～　９／３０ ４期 ：　　１／１～同月末日 ４期 ：　　１／１～同月末日 　　１期　：　　６／１～６／３０

５期 ：　１０／１～１０／３１ 　　２期　：　　８／１～８／３１

６期 ：　１１／１～１１／３０ 　　３期　：　１０／１～１０／３１

７期 ：　１２／１～１２／３１ 　　４期　：　　１／１～１／３１

８期 ：　　１／１～　１／３１
９期 ：　　２／１～　２／２８
１０期 ：　　３／１～　３／３１

　率 率 率 率 率
上限　　 上限　　 上限 　 上限 　 上限 　

　率

上限　　

　　　　　　　 １２月～５月分　   ６月１０日

調　整　方　針

1)  個人市民税については、地方税法の規定によるものとする。
　　 なお、個人市民税均等割は、平成17年度以降年額２，５００円となる。
2)　法人市民税については、八日市市、愛東町、湖東町の例によるものとする。
3)　固定資産税については、八日市市、永源寺町、愛東町の例によるものとする。
4)  軽自動車税については、現行のとおりとする。ただし、納期については、永源寺町の例によるものとする。
5)  市たばこ税については、現行のとおりとする。
6)　入湯税については、愛東町の例により標準税率を採用し、1人1日150円とする。
7)  都市計画税については、新市発足までに調整する。
8)  納期前納報奨金については、八日市市の例によるものとする。

 　・７００万円を超える金額１０％

　　　　　　　（速算控除額２４０，０００円）

同左

協定項目番号

　　・２００万円を越え７００万円以下の

　　金額８％（速算控除額１００，０００円）

　　・２００万円以下の金額　　３％

税目名 八日市市
（個人）

税
率

 

湖　東　町

 　・７００万円を超える金額１０％

特例事業所 ６月～１１月分　１２月１０日

　　　　　　　（速算控除額２４０，０００円）

　　　　 月割り額を翌月の１０日まで

（個人・普通徴収）

各期に係る税額が５０万円
を限度とする。

納
期

同左同左

納
期
前
納
報
奨
金

（個人・普通徴収）

地方税法第３１０条に基づく標準
税率を採用し、均等割　２，５００
円/年・人とする。

（個人・普通徴収） （個人・普通徴収） （個人・普通徴収）

特例事業所 ６月～１１月分　１２月１０日

地方税法第３１４条の３に基づく標
準税率を採用し現行のとおりとす
る。

　　・２００万円以下の金額　　３％

　　・２００万円を越え７００万円以下の

地方税法第３２１条の５に基づき、
現行のとおりとする。

同左 納期　　　　 月割り額を翌月の１０日まで

地方税法第３２０条に基づき八日
市市、永源寺町、愛東町の例によ
り下記のとおりとする。

　　金額８％（速算控除額１００，０００円）

同左 同左

同左

（個人・特別徴収）

　　　　　　　 １２月～５月分　   ６月１０日

同左

１．個人市町民税

全体金額 75,600円

八日市市・永源寺町・五個荘町・愛東町・湖東町合併協議会の調整方針

永源寺町 五個荘町 愛　東　町

第　１０　　号 協定項目名 地方税の取扱い

調整の具体的な内容

１００分の０．２ １００分の０．３
報奨金　２０，０００円

１００分の０．５
報奨金　７０，０００円

１００分の０．２

１００分の０．４
報奨金　１００，０００円

１００分の０．５
報奨金　１００，０００円

地方税法第３２１条に基づき、八
日市市の例により下記のとおりと
する。

件　　　数 114件

(報奨金　１０，０００円)

件　　　数

全体金額 850,300円

件　　　数 158件

全体金額

平成１４年度実績

218件

全体金額

件　　　数

平成１４年度実績

369,600円

1件あたり平均 893円

平成１４年度実績 平成１４年度実績

1件あたり平均 663円

全体金額 867,008円

件　　　数 970件

1件あたり平均 2,005円

各期に係る税額が５０万円
を限度とする。

1件あたり平均 5,381円

平成１４年度実績

1件あたり平均 1,695円

340,850円

170件



　均等割　標準税率を採用 　均等割　制限税率を採用 　均等割　制限税率を採用 　均等割　標準税率を採用 　均等割　標準税率を採用

　　　　１号法人：３，０００，０００円 　　　　１号法人：３，６００，０００円 　　　　１号法人：３，６００，０００円 　　　　１号法人：３，０００，０００円 　　　　１号法人：３，０００，０００円

　　　　２号法人：１，７５０，０００円 　　　　２号法人：２，１００，０００円 　　　　２号法人：２，１００，０００円 　　　　２号法人：１，７５０，０００円 　　　　２号法人：１，７５０，０００円 　　　　１号法人：３，０００，０００円

　　　　３号法人：　　４１０，０００円 　　　　３号法人：　　４９２，０００円 　　　　３号法人：　　４９２，０００円 　　　　３号法人：　　４１０，０００円 　　　　３号法人：　　４１０，０００円 　　　　２号法人：１，７５０，０００円

　　　　４号法人：　　４００，０００円 　　　　４号法人：　　４８０，０００円 　　　　４号法人：　　４８０，０００円 　　　　４号法人：　　４００，０００円 　　　　４号法人：　　４００，０００円 　　　　３号法人：　　４１０，０００円

　　　　５号法人：　　１６０，０００円 　　　　５号法人：　　１９２，０００円 　　　　５号法人：　　１９２，０００円 　　　　５号法人：　　１６０，０００円 　　　　５号法人：　　１６０，０００円 　　　　４号法人：　　４００，０００円

　　　　６号法人：　　１５０，０００円 　　　　６号法人：　　１８０，０００円 　　　　６号法人：　　１８０，０００円 　　　　６号法人：　　１５０，０００円 　　　　６号法人：　　１５０，０００円 　　　　５号法人：　　１６０，０００円

　　　　７号法人：　　１３０，０００円 　　　　７号法人：　　１５６，０００円 　　　　７号法人：　　１５６，０００円 　　　　７号法人：　　１３０，０００円 　　　　７号法人：　　１３０，０００円 　　　　６号法人：　　１５０，０００円

　　　　８号法人：　　１２０，０００円 　　　　８号法人：　　１４４，０００円 　　　　８号法人：　　１４４，０００円 　　　　８号法人：　　１２０，０００円 　　　　８号法人：　　１２０，０００円 　　　　７号法人：　　１３０，０００円

　　　　９号法人：　　　５０，０００円 　　　　９号法人：　　　６０，０００円 　　　　９号法人：　　　６０，０００円 　　　　９号法人：　　　５０，０００円 　　　　９号法人：　　　５０，０００円 　　　　８号法人：　　１２０，０００円

　　　　９号法人：　　　５０，０００円

　法人税割 　法人税割 ・法人税割 　法人税割 　法人税割

14.70%

14.70% 資本等の金額が１億円以上

の法人及び保険業法に規定

13.70% 上記以外の法人 する相互会社

13.70% 上記以外の法人

　税率　　１．４％（標準税率） 同左 同左 同左 同左
　　　　　　１．４％（標準税率）

　１期　：　　５／１～　５／３１ １期　：　　５／１～　５／３１ １期 ：　　６／１～　６／３０ １期 ：　　５／１～５／３１ １期 ：　　５／１～　５／３１
　２期　：　　７／１～　７／３１ ２期　：　　７／１～　７／３１ ２期 ：　　７／１～　７／３１ ２期 ：　　７／１～７／３１ ２期 ：　　６／１～　６／３０
　３期　：　１２／１～１２／２５ ３期　：　１２／１～１２／２５ ３期 ：　　８／１～　８／３１ ３期 ：　１２／１～同月末日 ３期 ：　　８／１～　８／３１
　４期　：　　２／１～２月末日 ４期　：　　２／１～２月末日 ４期 ：　　９／１～　９／３０ ４期 ：　　２／１～２月末日 ４期 ：　１０／１～１０／３１ 　１期　：　　５／１～　５／３１

５期 ：　１０／１～１０／３１ 　２期　：　　７／１～　７／３１

６期 ：　１１／１～１１／３０ 　３期　：　１２／１～１２／２５

７期 ：　１２／１～１２／３１ 　４期　：　　２／１～２月末日

８期 ：　　１／１～　１／３１
９期 ：　　２／１～　２／２８
１０期 ：　　３／１～　３／３１

　率 率 率 率 率
上限　　 上限　　 上限 　 上限 　 上限 　

　率

上限　　

資本等の金額が１億円以
上の法人及び保険業法に
規定する相互会社

13.70% 14.70% 13.00% 14.50%

　事業決算後２ヶ月以内・延長１ヶ月 同左

八日市市・永源寺町・五個荘町・愛東町・湖東町合併協議会の調整方針

協定項目番号 第　１０　　号 協定項目名 地方税の取扱い

1　　　　　市　　　　　４　　　　　町　　　　　の　　　　　現　　　　　況

税目名 永源寺町 五個荘町 愛　東　町八日市市
調整の具体的な内容

地方税法第３１２条に基づく標準税率
を採用し、八日市市、愛東町、湖東町
の例により下記のとおりとする。

地方税法第３２１条の８に基づき、現
行のとおりとする。

事業決算後２ヶ月以内（延長１ヶ月）

地方税法第３１４条の６に基づき、八
日市市の例により下記のとおりとす
る。

ただし、法人については納期前納
報奨金の対象としない。

１００分の０．５

地方税法第３６２条に基づき、八日市
市、永源寺町､愛東町の例により下記
のとおりとする。

地方税法第３６５条に基づき、八日市
市の例により下記のとおりとする。

１００分の０．２
各期に係る税額が５０万円を限
度とする。

湖　東　町

465,990円

1件あたり平均 683円

地方税法第３５０条に基づく標準税率
を採用し、現行のとおりとする。

同左同左 同左

１００分の０．５
報奨金　７０，０００円

全体金額

２．法人市町民税

税
率

納
期

３.固定資産税

税
率

納
期

納
期
前
納
報
奨
金

１００分の０．３
報奨金　２０，０００円

全体金額

１００分の０．２
各期に係る税額が５０万円
を限度とする。

件　　　数 4,976件

全体金額 6,596,542円 6,210,000円

１００分の０．４
報奨金　１００，０００円

件　　　数 796件

全体金額 2,969,760円

1,281件

報奨金　１００，０００円

(報奨金　１５，０００円)

平成１４年度実績 平成１４年度実績 平成１４年度実績 平成１４年度実績 平成１４年度実績

ただし、上限額については都市計
画税と合算した額とする。

全体金額 857,850円

件　　　数 682件 件　　　数

1件あたり平均 4,847円 1件あたり平均 3,730円

ただし、上限額については都市計画税と
合算した額とする。

件　　　数 682件

1件あたり平均 1,325円 1件あたり平均 1,257円



八日市市・永源寺町・五個荘町・愛東町・湖東町合併協議会の調整方針

協定項目番号 第　１０　　号 協定項目名 地方税の取扱い

1　　　　　市　　　　　４　　　　　町　　　　　の　　　　　現　　　　　況

税目名 永源寺町 五個荘町 愛　東　町八日市市
調整の具体的な内容

湖　東　町

　１期　：　　５／１１～５／３１ 　１期　：　　５／１～５／３１ 　１期　：　　６／１～６／３０ 　１期　：　　４／１１～４／３０ 　１期　：　　４／１１～４／３０

　１期　：　　５／１～５／３１

                           その他　      4,700円

  二輪の小型自動車               　4,000円

  四輪　乗用　自家用　             7,200円

５.市町たばこ税

税
率

納
期

４．軽自動車税

税
率

納
期

　三輪以上　　　  　　　　　　　　　2,500円

・軽自動車　二輪　                   2,400円

  0.05～0.09                           1,200円

　0.09l以上　  　　　　　　　　　    1,600円

  貨物用　      営業用　             3,000円

  四輪　乗用　営業用　             5,500円

・原動機付自転車　0.05l以下  　1,000円

                 三輪　                   3,100円

　旧３級品　　　　　　　　　　１，４１２円

当月の販売分につき、翌月の末日まで

  四輪　乗用　自家用　             7,200円

  貨物用　      営業用　             3,000円

  貨物用　      自家用　             4,000円

　三輪以上　　　  　　　　　　　　　2,500円

  0.05～0.09                           1,200円

                 三輪　                   3,100円

地方税法第４４５条に基づき、永源寺
町の例により下記のとおりとする。

同左

当月の販売分につき、翌月の末日まで

小型特殊自動車の種類

農耕作業用　　トラクター、乗用コンバイン等

その他　　フォークリフト、小型除雪車

　製造たばこ　１，０００本　２，９７７円

　旧３級品　　　　　　　　　　１，４１２円

地方税法第４６８条及び附則第３０条
の２に基づき、現行のとおりとする。

地方税法第４４４条に基づき、現行の
とおりとする。

・原動機付自転車　0.05l以下  　1,000円

　0.09l以上　  　　　　　　　　　    1,600円

  専ら雪上を走行するもの　        2,400円

  四輪　乗用　営業用　             5,500円

・軽自動車　二輪　                   2,400円

・小型特殊自動車　農耕作業用  1,600円

地方税法第４７３条に基づき、現行の
とおりとする。

同左 同左同左

  専ら雪上を走行するもの　        2,400円

  貨物用　      自家用　             4,000円

・小型特殊自動車　農耕作業用  1,600円

                           その他　      4,700円

  二輪の小型自動車               　4,000円

小型特殊自動車の種類

農耕作業用　　トラクター、乗用コンバイン等

その他　　フォークリフト、小型除雪車

同左 同左

　製造たばこ　１，０００本　２，９７７円

同左同左

同左同左 同左同左



八日市市・永源寺町・五個荘町・愛東町・湖東町合併協議会の調整方針

協定項目番号 第　１０　　号 協定項目名 地方税の取扱い

1　　　　　市　　　　　４　　　　　町　　　　　の　　　　　現　　　　　況

税目名 永源寺町 五個荘町 愛　東　町八日市市
調整の具体的な内容

湖　東　町
税率

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

課税免除

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

該当なし 課税なし 該当なし 該当なし

　　１期：  ５／１～  ５／３１
　　２期：  ７／１～  ７／３１ 該当なし 課税なし 該当なし 該当なし

　　３期：１２／１～１２／２５

　　４期：  ２／１～２月末日

　率

上限 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし
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地方税法第７０１条の２に基づく標準
税率を採用し、愛東町の例により下
記のとおりとする。
　　　　　　　１人１日　１５０円

１人１日　１５０円

（1）年齢12歳未満の者

　次に掲げる者に対しては、入湯
税を課さない。

（2）共同浴場または一般公衆浴
場に入湯する者

１００分の０．２
各期に係る税額が５０万円
を限度とする。

（1）年齢12歳未満の者

（2）共同浴場または一般公衆浴場に入湯
する者

（3）学校教育の一環として行われる行事に
参加する場合において入湯するもの

（3）学校教育の一環として行われ
る行事に参加する場合において
入湯するもの

都市計画税合計課税標準額

　次に掲げる者に対しては、入湯税を
課さない。

課税免除

ただし、上限額については固定資
産税と合算した額とする。

(報奨金　１５，０００円)

都市計画税については、新市発足ま
でに調整する。



資　料　１

《参考》

「地方税法」(個人の均等割の税率)
第３１０条

「地方税法」(法人税割の税率)
第３１４条の６

　「特別徴収」

　「普通徴収」

(２)　人口５万以上５０万未満の市 年額　２，５００円

　 特別徴収以外の人は、市町村からの納税通知書に基づいて、各市町村の条例に定められた納期に分けて納めま
す。なお、市町村により納期が異なる場合もあります。

(３)　(１)及び(２)の市以外の市並びに町村 年額　２，０００円

　法人税割の標準税率は、百分の１２．３とする。ただし、標準税率を超えて課する場合においても、百分
の１４．７を超えることができない。

　 給与所得者の住民税は、給与の支払者が市町村からの通知に基づいて毎月の給与から天引きして市町村に納め
ます。税額の通知書は、給与支払者に送付されます。

　第２９４条第１項第１号又は第２号の者に対して課する均等割の標準税率は、次の表の上欄に掲げる市町
村においてそれぞれ当該下欄に掲げる額とする。

市町村 税率
(１)　人口５０万以上の市 年額　３，０００円

関　　　　係　　　　法　　　　令　　　　等

協　　議　　事　　項 地方税の取扱い 協 定 項 目 Ｎ o . 10



資　料　２

合併の方式 関係市町

４町で差異のある税制については、次のとおり取扱うものとする。

 篠山町 （１）固定資産税の納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める納期による。

 西紀町 （２）軽自動車税の税率及び納期については、地方税法及び市町村税条例準則に定める税率及び納期による。

 丹南町 （３）個人町民税及び固定資産税に係る納期前納附報奨金については、次のとおり取り扱う。

 今田町 ア　率については、 西紀町、丹南町及び今田町の例による。

イ　月数については、地方税法及び市町村税条例準則に定める月数による。

２市で差異のある税制については、次のとおり取扱うものとする。

 田無市

 保谷市  ア　資本金等が１億円以下の法人等　　１００分の１２．３

イ　資本金等が１億円を超え１０億円以下の法人等　　１００分の１３．５

②　都市計画税の税率は、１００分の０．２４とする。ただし、合併特例法第１０条の規定を適用し、合併する年度は、現行の税率を採用する。

③　固定資産税・都市計画税・軽自動車税の納期は、保谷市の例による。ただし、合併する年度については、それぞれの旧市の例による。

（１）　個人市民税については、現行のとおりとする。

　 ただし、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により個人市民税均等割は、平成１４年度以降年額３，０００円となる。

（２）　法人市民税については、現行のとおりとする。

（３）　固定資産税については、現行のとおりとする。

ただし、平成１４年度以降の納期については、５・７・１２・２月で調整を図る。

 浦和市 （４）　軽自動車税については、現行のとおりとする。

 与野市 （５）　市たばこ税については、現行のとおりとする。　

 大宮市 （６）　特別土地保有税については、現行のとおりとする。

（７）　事業所税については、現行のとおりとする。

ただし、与野市域は地方税法の規定に基づき、合併の日の翌日から６月を経過する月以降課税区域となる。

（８）　都市計画税については、現行のとおりとする。

ただし、後納については、固定資産税と同様とする。

（９）　減免については，それぞれの税目について統一的な処理基準を作成する。

１)　個人町民税については、現行どおりとします。

　　 ただし、地方税法の規定により、個人市民税均等割は、平成１７年度以降年額２，５００円となります。　

 水口町 ２） 法人町民税の均等割、固定資産税、町たばこ税、特別土地保有税、鉱山税については、現行どおりとします。

 土山町 ３） 法人町民税の法人税割は、水口町、甲賀町、信楽町の例によるものとします。

 甲賀町 ４） 軽自動車税については、甲賀町、甲南町、信楽町の例によるものとします。

 甲南町 ５） 入湯税については、信楽町の例によるものとします。

 信楽町 ６） 個人町民税、固定資産税の納期については、現行どおりとします。

    軽自動車税の納期については、水口町、甲賀町、信楽町の例によるものとします。

新設 さいたま市

新設 甲賀地域合併協議会

新設

①　法人市民税の法人税割の税率は、制限税率である１００分の１４．７を基本とする。ただし、課税の特例措置として、地方税法に定める法人等
　　 の区分により区分した次に掲げる法人等については、それぞれ定めた税率による。

 西東京市 新設

新市名等

 篠山市

調　　　　　　　整　　　　　　　方　　　　　　　針

協　　議　　事　　項 地方税の取扱い 協 定 項 目 Ｎ o . 10
先　　　　　　　　　　進　　　　　　　　　　地　　　　　　　　　　事　　　　　　　　　　例


